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はじめに

　2001年5月，韓国と中国は文部科学省の検定を通過した中学校で使用される歴史教科書の修

正を日本に要求した。これは新聞やテレビなどに取り上げられ，多くの識者の意見や感想が発

表された。これらの中には，韓国と中国の歴史教科書の修正が内政干渉にあたるというもの

や，両国の主張は概ね妥当ではないかというもの，教科書の検定が不十分のために両国の修正

要求が生じたとするものもあった。

　韓国は，扶桑社の歴史教科書には歴史認識に9つの問題（1）があるとし，日韓関係史に関する

25の主題について修正を要求した。さらに，既存の7つの教科書（日本文教出版，東京書籍，

大阪書籍，教育出版，清水書院，帝国書院，日本書籍）についても，扶桑社に対する歴史認識

の問題と同様の観点から1社について2～7か所の修正要求を出していた。

　中国は，扶桑社の歴史教科書にたいして，1．抗日運動，2．満州国，3．南京事件，4．

日中戦争，5．盧溝橋事件，6．大東亜会議，7．大東亜共栄圏，8．極東軍事裁判（2）の8つ

について修正を要求している。これらは，時期区分でいえば，8は現代に属するが，他はすべ

て近代に属するものである。韓国の修正要求は古代から現代まで各時代にあり，修正要求は49

か所におよんでいた。

　扶桑社の中学校歴史教科書に対して，国内でも多くの問題点が指摘され，韓国・中国以外か

らも疑義が表明されていた。台湾の学界では「誤った歴史の汚点は許されても，決して忘れら

れることはない。故意に抹殺し，粉飾し，歪曲した解釈をしてはならない。事実と異なる日本

とアジアの関係史を広めるなら，日本とアジア人民の過去の歴史認識に対する誤解と対立を深

め，お互いの猜疑心と不信感をあおるだけである。」（3）として，文部科学省の検定に慎重な審査

を求めていた。タイでも，「今日の歴史教科書を見る限り，この国が自らの過去を直視し，清

算しようという気配は見られない。」とし，「教科書問題は，東アジア・コミュニティーの基盤

である日韓関係を悪化させているだけでなく，東アジア地域にも影を落としている。」（4）という
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意見を出していたのである。

　かつて，韓国・中国などの諸国が日本の歴史教科書に対して抗議や是正を要請する事件があ

った。1982年，高等学校社会科の教科書検定で，「侵略」が「進出」に書き直されたとの新聞

報道が契機となって，戦時中の日本の侵略行為をめぐる教科書の記述や文部省の検定のあり方

などが国内はもとより，韓国，中国から抗議され，外交問題にまで発展した。このとき日本政

府は，歴史教科書の検定基準に「近隣のアジア諸国との間の近現代史の歴史的事象の扱いに国

際理解と国際協調の見地から必要な配慮がなされていること」（5）という項目を追加し，問題の

解決をはかった。しかし，4年後に検定がほぼ終了した高等学校日本史教科書（日本を守る国

民会議編『新編日本史』）に対して，国内だけでなく諸外国から抗議が数多く出された。中国

政府は，日中共同声明の精神とこの精神が学校教育，教科書検定の中で尊重されるという約束

に反していると指摘し，この教科書の是正を要請した。韓国では，マスコミが連日この問題を

取り上げ，「日本は歴史教科書のわい曲記述を是正するという約束を守ることで，韓国などの

アジア隣国諸国に対する過去の侵略事実を心から悔い，謝罪する姿勢を徹底的にとってほし

い」（6）と発表していた。

　このように，1982年から検定教科書にかかわる問題は外交問題化していった。なかでも，韓

国では，82年のときに韓国国史編纂委員会が日本の高等学校用教科書16冊について韓国関係の

内容を検討し，24項目・167か所に歪曲があると指摘していた（7）。韓国国史編纂委員会との関

連はわからないが，韓国教育開発院でも日本の歴史教科書の内容分析を継続的に実施し，その

成果を五回にわたって刊行している（8）。これから韓国教育開発院が1999年に刊行した『日本・

中国の中等学校歴史教科書の韓国関連内容分析』によって，韓国が日本の歴史教科書に指摘す

る問題点を提示するとともに，これらが韓国の教科書でどのように記述されているか，紹介し

よう。ただし紙幅の都合上，紹介は日韓関係史の前近代の数項目に限定せざるをえないことを

了承していただきたい。

1

　1982年，韓国では日本の歴史教科書に韓国関連内容が歪曲して叙述されたとして言論界にか

なりの波紋がおこった。このことが契機となって，韓国教育開発院は，同年度から外国の「社

会科教科書に書かれている韓国に関連する内容を検討して，歪曲や誤りを見つけ出し，これに

対して是正をはかり，正しい韓国を知らせる事業を推進する」⑨ようになった。正しい韓国を

知らせる事業は，「変化した韓国の姿を広く知ってもらうことで国際社会に韓国のイメージを

改善し，世界市場で国際競争力を高める新しい戦略」（10）として位置づけられている。この事業

がはじまった経緯から，日本は社会科教科書検討の主要対象国となっている。
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　『日本・中国の中等学校歴史教科書の韓国関連内容分析』を紹介する前に，1982年以降，韓

国教育開発院が刊行した報告書の概要をみていくことにしよう。1982年に刊行された『韓日歴

史教科書内容分析一相互関連内容を中心として一』では，つぎの3点（11）を問題点として取り

上げている。

　1．日本の歴史教科書の韓国関連内容は，韓国史の展開過程を内的，自立的発展を否定し，

　　外的，他律性だけを協調する日本の植民地史観が相変わらず支配的である。

　2．日本が19世紀後半以降約1世紀以上にわたって，韓日関係史のほとんど大部分を日本史

　　の優越的立場とし，韓国史内容を歪曲してきた。

　3．日本の歴史教科書は，近代以降日本による韓国侵略と収奪を隠蔽し，侵略を進出などと

　　記述することによって，日本の軍国主義，帝国主義を合理化していた。

　1984年に刊行された報告書（r日本の世界史教科書の叙述傾向分析』）は，世界史の教科書を

中心にして分析が行なわれたが，前の報告書から2年しか経過していないためか，ほぼ同様な

結論であるとしている（12）。

　1991年に刊行された『日本の社会科教科書にあらわれた韓国関連内容変化分析』は，韓国関

連内容が10年間でどのよう変化したか，19項目にわたって7種類の歴史教科書（13）について示

している。19項目の内訳は，いずれも近代史に属する事項であり，1982年に韓国政府が日本の

歴史教科書に是正を求めていた24項目に含まれるものであった。分析対象となった教科書で19

項目すべてについ記述しているものはなかったが，各項目で変化があったもの（左側）と変化

がなかったもの（右側）を教科書の数で示すと，

「韓国侵略過程」（　　7）

「高宗強制退位」（1　1）

「義兵戦争」（4・1）

「韓国併合」（2・4）

「土地略奪」（　　5）

「関東大震災」（　　　　　　　　　　2）

「韓国語抹殺」（2　　　　　　　　　　1）

　「徴兵」（2・　）

「挺身隊」（1・　）

「関係年表」（5・

となる（14）。

「乙巳条約（第2次日韓協約）」（レ

「韓日新協約（第3次日韓協約）」（

「安重根義士義挙」（2・2）

「武断政治」（　・3）

「3・1運動」（7・　）

「神社参拝」（2・1）

「創氏改名」（2・1）

「徴用」（2・　）

「抗日独立運動」（1・　）

　
）

）
3

3

　　　　　　　　　　）　※空欄は教科書に記載がなく，変化がわからないことを示す。

　　　　　7種類の教科書で19項目中，すべての教科書で変化が見られた項目は，「3・1運動」

であり，全く変化がなかったものは「韓国侵略過程」であった。また，教科書で19項目の記載

に変化があったのべ数は34，変化がなかったのは35であった。

　1994年に刊行されたr日本の高等学校歴史教科書の韓国関連内容変化分析』は，1982年の歴
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史教科書事件直後に使用された教科書8冊（15）と11年後の同一教科書について，それぞれ韓国

関連内容の変化を時代別項目に分析したものである。この研究成果はつぎのとおりである。

　正．前近代史分野の韓国関連内容は肯定的な変化をほとんど見ることができないし，全体的

　　な内容も多くの誤謬と否定的な叙述をしていることを発見した。

　2．近現代史分野は目立った変化が見えた。これに対する評価は，この間韓国がおもに近代

　　史分野に是正要求の重点を置いた結果とみることができ，このように絶え間なく是正要求

　　をすることはたいへん重要である，と再認識した。

　3．日本の教科書内容が一部分肯定的に変化したものもあるが，全般的な韓国史認識は依然

　　として他律性論と停滞性論に立脚している。これは日本の歴史学者や政治家などの国粋

　　的，帝国主義傾向がいまだに支配的であることを示すものである。その例がまさに植民地

　　支配施恵論である。このような視角は，これまで両国で熱い論争の種となっている（16）。

　1994年に行なわれた歴史教科書の日韓関係史分析結果は，1991年に韓国が歪曲や誤謬の是正

要求を近代史部分に重点を置いたので改善がみられたが，前近代史部分は依然として植民地史

観におおわれているという。植民地史観を構成している他律性論と停滞性論に立脚して韓国に

ついて暗い否定的な面を強調することは，日本の立場を合理化していることだともいう。そし

て，「全体的に日韓関係史の叙述の量が多少増え，部分的に表現が修正された部分もあるが，

日本の歴史教科書叙述の基本的視角は，終戦以後現在まで大きく変化していない」（17）との評価

がなされている。

2

　1999年に刊行された『日本・中国の中等学校歴史教科書の韓国関連内容分析』（以下，『日中

教科書の分析』と略称）では，日本の歴史教科書の分析対象として「世界史A」と「日本史

A」を選択している。これは，つぎのような理由による。1989年3月に発表された学習指導要

領によって小学校低学年と高等学校の社会科が廃止され，生活科と地理歴史科が新設され

た（18）。地理歴史科は世界史を必修科目とし，歴史教育を大変重視するようになった。「世界史

A」の学習内容は4つ大項目（1．諸文明の歴史的特質，2．諸文明の接触と交流　3．19世

紀の世界の形成と展開，4．現代世界と日本）で構成されているが，そのうち2つが近現代史

であり，「日本史A」は日本の原始・古代から近世までを概観し，近代社会が成立・発展する

過程における国際環境との関連に留意しながら理解できるように内容が構成され，一貫して主

題学習を行うようにしている。つまり，「世界史A」と「日本史A」は，これまでの通史的な

教科書とは異なり，近現代史を中心としたものである，という。また，分析の対象となった教

科書は，「日本史A」が採択率上位7社，「世界史A」が同ll位までの中から7社が選ばれて
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いる（19）。これから，『日中教科書の分析』が指摘する「日本史A」に記述されている日韓関係

史の問題点を時代順に取り上げていくことにしよう。

　1）古代史の問題点

　古代の日韓（日朝）関係史において『日中教科書の分析』が指摘する主な点は，韓国史にお

いて最初の国家が古朝鮮であるにもかかわらず，「日本史A」のはじめに朝鮮が登場するのは，

漢が朝鮮に設置した郡県制であること，依然として任那日本府説にもとついた記述が行われて

いる，この2点である。これらのことは，「結果的に韓国史の上限を引きずり下ろし，韓国の

歴史がはじめから中国の支配を受けていたかのように暗示している」（20）という。

　古朝鮮は，韓国の高等学校国史（韓国史）教科書（21）に紀元前2333年に成立し，その支配地

域が遼嶺地方から韓（朝鮮）半島まで及んでいたことが記述されている。さらに，古朝鮮の根

拠を琵琶形銅剣の分布にもとめていることや，古朝鮮の建国の根拠の一つとして壇君神話を紹

介していることから，古朝鮮のことは韓国国民に広く知られているだろう。最近，日本で発行

された韓国史の本では，壇君神話が13世紀に成立した『三国遺事』と『帝王韻記』に収録され

ているものであり，壇君の建国神話を「もとは平壌地方に伝わった固有の信仰であろうが，仏

教的および道教的要素が含まれ，また熊をトーテムとし，シャーマニズム的な面もうかがえる

複合的な神語で，かなり整合性につくりあげられたかたちになっている。その民族性をうかが

うには，有効かもしれないが，それをとおして，歴史的事実を追究するのは容易ではな

い。」（22）といっている。おそらく，「日本史A」が古朝鮮のことを記述しないのは，このことに

よるのだろう。

　「日本史A」では任那日本府の設置のことは記述していないが，大和政権が朝鮮半島に勢力

を伸ばし，6世紀に新羅が伽耶（任那）を支配下においたので，大和政権は朝鮮半島南部での

勢力を失ったことを記している。このことから，r日中教科書の分析』は，韓（朝鮮）半島の

南部が大和政権の植民地であったことを間接的に明らかにしているという。また，当時の大和

政権が朝鮮半島に勢力をもっていたという根拠になっている広開土王碑文の解釈についてさま

ざまな論があることや，日本書紀の記述内容についてその信愚性に疑いがあることを紹介して

いる。さらに，約200年間も倭（大和政権）が韓半島の南部を支配しているのに，韓国側の記

録や立証しうる遺物や遺跡が全くない，日本列島は統一政権が形成されていないにもかかわら

ず海を越えて植民地経営が可能か，考古学研究成果によれば伽耶は倭より約半世紀前に先進文

化を構築していたのに，倭が伽耶を支配できるのか，と4つの疑問を呈している（23）。

　かつて日本の古代日韓関係史では，大和政権は4世紀後半に百済の要請を受けて百済・新羅

を服属させ，金官（慶尚南道金海）に任那日本府を設置したが，新羅の金官占領（538年），安

羅占領（562年）によって任那の支配が終了した，といわれていた。近年の研究では，大和政
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権の朝鮮半島支配を示すとされていた史料（広開土王碑・宋書倭国伝・日本書紀の任那日本府）

は，支配の実態を示さないことが明らかになり，大和政権の朝鮮半島出兵は，緊迫した情勢下

にあった百済や伽耶諸国との軍事的提携によるものであった，と理解されている（24）。

　2）　中世の問題点

　『日中教科書の分析』では，「日本史A」における中世の日韓関係史は比較的客観的である

が，倭冠に対して歴史的事実に対して歪曲した視角があるという。それは，朝鮮の倭憲征伐と

倭憲の侵略性に関したものであるという。前者の例として，「明と同様，倭冠に手をやいた朝

鮮は，1419年に倭竃の根拠地として考えた対馬を攻撃した（応永の乱）。」，「1419（応永26）年，

朝鮮は倭憲の根拠地と考えていた対馬を攻めたが（応永の乱），……」，「また1419年には倭憲

の拠点とみられた対馬を攻撃した（応永の外冠）。」という「日本史A」の記述に対して，こ

の年は李従茂が対馬征伐を断行し，対馬領主の降伏状を手に入れたにもかかわらず，まるで対

馬が倭竃の根拠地でないのに朝鮮が侵略したような記述をしている。対馬を倭竃の根拠地と記

述している教科書は1つしかなかったともいう。後者については，倭竃を「外交と貿易の関係

で，武力が順調にいかなかった場合におきた問題」とし，倭竃の侵略性を隠蔽している教科書

がある。さらに，倭冠の構成員に「‘高麗の被差別民’と‘中国人たち’なども参加した反国

家的な集団であったといい，まるで倭竃が海賊ではなく，封建社会の抑圧に対する反国家的な

もののように歪曲をしている」（25）と指摘する。

　韓国の高等学校国史教科書は，「日本及び東南アジアとの関係」という見出しで，倭冠につ

いてつぎのように記述している。

　朝鮮王朝は明と女真ばかりでなく，日本と東南アジア地域とも人的，物的交流を活発に

行なった。高麗末期以来，倭冠の侵略がやまなかったので，朝鮮はこれを追い払うために

水軍を強化し，性能の優れた兵船を大量に建造し，火薬武器を改良して国防を固めた。こ

うして世宗時代には200余隻の艦隊を動員して，倭憲の巣窟である対馬島の討伐もした。

朝鮮の国力と国防力が急速に強化され，一方では日本内の政治的混乱が収拾されて，倭憲

の侵略は目立って少なくなった。

　倭竃を操った日本の封建領主たちは掠奪が難しくなると，交易を懇請してきた。朝鮮は

これを契機にいわゆる交隣政策を用いて癸亥約条を結び，制限付きの朝貢貿易を許した。

こうして日本の歳遣船が往来して交易が行なわれた（26）。

　近年の倭憲の研究は，日本では「環日本海地域」「環シナ海地域」という国鏡を越えた「地

域」の具体性を検証するようになった。その中には，済州島を14世紀中ごろに発生した大規模
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な倭冠の実態が高麗・朝鮮人を主体とする日本人との連合の結節点としたり，対馬の海人を倭

冠の主力であったとする研究がある。また，対馬の島民が漁業や海獣皮をめぐって朝鮮・女

真・日本の海人と交流があったことも明らかにされている。韓国では，倭冠が韓国と中国沿岸

で盗賊行脚をしている日本人海賊集団の総称として使われている中で，日本の学会の研究動向

に刺激を受けて，倭冠の民族構成について研究が新しく進められている。しかし，大方は日本

の学界のような研究傾向については否定的な見解を持っているのが事実であるという（27）。

　このほか，朝鮮の国号を李氏朝鮮と表記する「日本史A」もあるが，この呼称は朝鮮王朝

の伝統性を否定し，植民地統治を合理化するためにつくりだした用語であり，歴史と伝統を認

める意味からも李氏朝鮮を朝鮮と正しく表記しなければならないという（28）。

　3）　近世の問題点

　「日本史A」の近世では，壬辰倭乱（文禄の役）と朝鮮通信使の役割の評価が十分でないと

指摘されている。『日中教科書の分析』では，壬辰倭乱の原因を「豊臣秀吉の妄想に近い領土

欲と全国統一後，地方勢力家である大名たちの軍事力を抑え，領土拡大でかれらの不満を解消

させるものであった」と捉えているが，大部分の「日本史A」は明の征服のために朝鮮に道

を借りる，という記述である。文禄の役の展開過程で朝鮮の義兵や水軍の活躍を「日本史A」

に記述するようになったが，すべての「日本史A」が秀吉の死によって終戦の契機となった

と記述している。文禄の役後，朝鮮の人的・物的被害状況を扱う教科書はほとんどなく，略奪

された活字・絵画・書籍や捕虜として引っ張られていった有名な学者・活字印刷工・陶磁器技

術者によって学問，印刷文化，陶磁器文化が発展したことを記述しているものはわずか2冊だ

けだという（29）。

　韓国では文禄・慶長の役を倭乱といい，高等学校国史教科書は倭乱を5つの小項目で構成

し，その記述は詳しい。小項目「壬辰倭乱の勃発」では，この乱がおきた韓国側の背景を，16

世紀にはいって社会的な混乱により国防力が弱体化して倭冠の騒乱が絶えず生じたが，積極的

な対策が講じられなかったという。そこに戦国時代の混乱を収拾した豊臣秀吉が，「国内政権

の安定のために，不平勢力の関心を外に集めると同時に自らの征服欲を満足させるために朝鮮

と明に対する侵略を準備した」とする。つづいて「水軍の勝利」と「義兵の抗争」の小項目で

水軍と義兵の勝利によって倭軍（日本軍）の撃退に至る戦乱の詳しい状況を紹介し，「倭乱の

克服」で戦乱の長期化によって明に援軍を要請したこと，3年間にわたった休戦会談がおたが

いの主張の違いで決裂したこと，倭軍が再び侵入してきたが朝鮮軍と明軍によって撃退したこ

とが記述されている。「倭乱の影響」では，倭乱で勝利した理由を全国民的次元の国防能力が

日本を凌駕し，文化的な優越感と自発的な戦闘意識からなる精神力によるものだとし，乱後の

影響として国内では人口の激減，民乱の勃発，国家財政の窮乏などがあり，「日本は朝鮮から
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活字・書籍・絵画・陶磁器などの文化財を略奪し，多くの技術者と学者等を拉致していった。

これとともに朝鮮の性理学も伝えられ，日本の文化発展に大きな影響を及ぼした」と記述して

いる（30）。

　豊臣秀吉の朝鮮侵略の背景について日本では，未だ研究者間で多様な理解がなされている。

戦前から専制君主化した秀吉の東アジア統一を目途とした名誉欲に主因があるという説がある

が，戦後は民族統一，貿易拡張＝重商主義政策，大名統制の強化，兵農分離の完成などの観点

から議論が出されている（31）。日本史の教科書に取り入られているのは，豊臣政権の国内矛盾

を海外に向けて政権の安定をはかったという説，もしくは東アジア世界の新情勢への対応とし

て朝鮮侵略を位置づけようとする説，両説の併記などである（32）。

　『日中教科書の分析』では，朝鮮通信使の問題点は大部分の「日本史A」が朝鮮と日本の間

に国交が再開された事実を平面的に記述しているので，通信使が日本に与えた文化的・経済的

影響を省略し，まるで幕府の権威が高いので朝鮮が自発的に通信使を送ったように表現してい

ることである。朝鮮通信使を派遣した背景と過程，日本に与えた影響などを比較的客観的に記

述しているのは1冊だけであるという。

　朝鮮通信使は，韓国の高等学校国史教科書の小項目「日本との関係」（中項目「対外関係の

変化」）につぎのように記述されている。

　壬辰倭乱をきっかけに朝鮮と日本の外交関係は断絶していた。したがって，日本は経済

的に困難に陥った。ために戦乱後成立した日本の徳川幕府は，先進文物を受け入れるため

に，対馬島主をとおして交渉を許可するように朝鮮に懇請した。朝鮮では日本が犯した誤

りを恨みながらも，建国以来の交隣政策の原則に照らし，制限された範囲内での交渉を許

した（1609年，己酉約条）。そうして富山浦に再び倭館が設立され，そこで日本人は米，

木綿，人参などを求めていった。

　また，日本は朝鮮を文化の先進国と考え，使節を派遣するよう要請してきた。これに対

し，朝鮮では通信使を派遣したが，その一行はおよそ400余人になり，国賓として待遇を

受けた。日本は通信使の一行をとおして先進学問と技術を学ぼうと懸命であった。したが

って，通信使は外交使節としてだけでなく，朝鮮の先進文化を日本に伝播する役割も果た

した（33）。

　朝鮮通信使に関する韓国の高等学校国史教科書の記述は，『日中教科書の分析』が指摘する

観点で行われている。しかし，通信使が日本にもたらした経済的・文化的な影響を示す具体的

な記述はない。近年，日本での近世史における日韓関係史の研究で気づくことは，アジアの中

の日本・朝鮮という観点が共有されるようになったこと，日韓の研究者の交流と情報交換が行
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われていること，壬辰倭乱（文禄の役）や朝鮮通信使，幕末・明治初年の日韓関係などの研究

が進化し，国家を相対化しようとする問題関心が認められることである（34）。このなかで，朝

鮮通信使の研究は，朝鮮通信使が立ち寄った各地に残る文物，朝鮮通信使の行列絵巻・屏風・

絵馬などをとおして朝鮮通信使の事跡や信使迎接の実際を明らかにしている（35）。

3

　「日本史A」は，1989年3月に発表された学習指導要領の改訂にともなって誕生した週2時

間用の近現代史を中心とした教科書である。したがって，これまでの「日本史A」と比べて，

前近代史の記述は十分ではない。高校生が使用する日本史の教科書には従来の通史を踏襲した

「日本史B」（週4時間用）があり，記述内容も豊富であり，採択数は「日本史A」よりも多い。

しかし，r日中教科書の分析』が「日本史A」の記述に指摘する問題点の多くが「日本史B」

にもあてはまる。

　『日中教科書の分析』では，望ましい「日本史A」の記述として，韓（朝鮮）半島にも旧石

器時代から人が住んでいたことや最初の国家である古朝鮮の実態を認定して，韓国の青銅器文

化が日本の青銅器文化に影響をあたえたことを明らかにすること，としている（36）。これら

は，韓国の国史教科書にも記述されていることでもある。「日本史B」でも，青銅器文化の影

響は詳しく触れていないし，日本の朝鮮古代史研究の影響か，古朝鮮の記述はない。日朝関係

史において記述が不十分なために誤解を与えることを避けなければならないが，紀元3世紀の

朝鮮半島の情勢を記述するときに旧石器時代までさかのぼることが必要なのか，一考を要する

だろう。

　また，「日本史B」でも1419年，朝鮮の対馬攻撃（応永の外憲）を‘倭冠の根拠地と考えて

いた’と記述している。この記述の前に倭憲の根拠地として対馬・壱岐・肥前松浦をあげてい

るので，これを読む高校生は『日中教科書の分析』がいうように‘根拠地でないのに朝鮮が対

馬を侵略した’かのように捉えることはない。さらに，「日本史B」では研究成果をもとに，

倭憲の活動を日本人が中心であった前期（14～15世紀）と中国人が中心であった後期（16世紀）

に分けて記述している。「日本史A」にはこの点が脱落していたので，『日中教科書の分析』

では倭冠の性格を封建国家の抑圧に反国家的なようなものとして捉えたのかもしれない。

　一方，韓国の国史を担当する教師から，韓国の教科書は，高麗末・朝鮮初期の倭憲に関して

被害者意識の水準を超えることができてないし，倭冠の主体に対して敵対感を表した叙述では

ないかといっている（37）。日本でも日本史を担当する教師が教科書の記述を絶対視して，教科

書に不足する事実を補足することではない，教科書の検討が必要だと思う。

　また，人名や地名など固有名詞は原則として現地主義が採用されている。「日本史A」では，
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李舜臣が建国した朝鮮を‘李氏朝鮮’と記述していのは6冊中3冊であったが，「日本史B」

では1社をのぞいて「朝鮮」，「朝鮮国」と記載している。

　近年，日本史の教科書は，豊臣秀吉の朝鮮侵略を記述する小項目の名称が「秀吉の対外政策」

から「秀吉の対外政策と朝鮮侵略」と変更されたり，分析の対象となった「日本史A」には

使用されていないが，文禄・慶長の役に韓国式の呼称である「壬辰・丁酉倭乱」を加えるもの

もでてきた。しかし，秀吉の朝鮮侵略の原因や日本軍の撤退の理由を「日本史A」と同じく

する「日本史B」は半数を占めるという（38）。これでは，「日本史B」も文禄・慶長の役が秀吉

の一方的な侵略戦争であったことや朝鮮の民衆の抵抗が正しく評価できない。また，r日中教

科書の分析』には，「日本史A」のコラムに記載されている慶長の乱の「耳塚」について，事

実を巧妙に歪曲しているという指摘がある。その理由を，耳塚が「朝鮮と明の軍人，はなはだ

しきは善良な庶民の耳と鼻を切って戦功としたものを集めて埋めたものなのに，彼らの慰霊碑

としている」（39）という。耳塚を掲載している「日本史B」もあるが，それには「朝鮮から戦功

を示すために送られてきた鼻は，戦闘とは関係のない民衆のものも多く含まれている。耳塚は

それをおさめ，犠牲者を供養するためにたてられた。」（40）と記述している。このように書け

ば，上記のような誤解は生じないだろう。

　『日中教科書の分析』では，朝鮮通信使を派遣した背景と過程，日本に与えた影響などを比

較的客観的に記述している「日本史A」は1冊だけという。「日本史B」でも対馬の宗氏を通

じて日朝との国交回復交渉が進められ，将軍の代替わりごとに朝鮮通信使が派遣されたことは

記述されているが，秀吉の朝鮮侵略から国交回復までの過程と，回答兼刷使と朝鮮通信使を区

別して記述しているものは1冊しかない（41）。さらに，経済に関することは，己酉約条にもと

ついて朝鮮と宗氏の間で交易が行われたことが江戸時代初期の外交のところに記述されている

が，文化に関することは，徳川家康に抱えられた藤原怪窩が朝鮮朱子学に影響を受けたこと，

李参平が有田焼（伊万里焼）をはじめたことぐらいしか記述されていない。

おわりに

　かつて，学習指導要領の改訂に基づいて「日本史B」の教科書が誕生したとき，改訂以前の

「日本史」教科書と比較検討したことがある。比較検討の対象としたのは，5社の教科書に書

かれている「秀吉の朝鮮侵略」と「朝鮮通信使」だけであったが，生徒が「日本史B」で隣国

との国際関係を学ぶとき，旧版の教科書よりも理解しにくい教科書があることを指摘し

た（42）。5社の教科書を検討するときに国際化の視点はあったが，それは，おもに‘日本の高

校生が日韓関係を理解するため’という視点であった。今回，「日本史A」を対象とした『日

中教科書の分析』を取り上げてみると，前近代の日韓関係史の問題点が「日本史B」にもある

一84一



ことがわかっただけでなく，韓国側からみる韓日関係史の一端をみることもできた。さらに，

韓国の高等学校国史教科書にも『日中教科書の分析』で指摘されている「日本史A」の問題

点と同様な観点があることもわかった。

現在，日本と同じ時期に韓国でも教育改革（第7次教育課程）が進行している。2002年3月

には，新しい国史教科書が韓国教育人的資源部（旧教育部）から発行されている。『日中教科

書の分析』が指摘する「日本史A」近現代の問題点と新しい国史教科書の紹介ができれば，

日韓関係史の問題点の所在がよりはっきりすると思われるが，今後の課題といたしたい。
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